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２００１年１月４日

　２０００年の日本格付研究所の格付け実績　

株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）は2000年１月から12月までの格付け変更状況
並びに格付け分布状況をまとめた。

[１]　居住者長期格付け

　2000年を通した日本経済はおおむね穏やかな回復過程にあったものと見られる。
企業業績はﾘｽﾄﾗの進展、ＩＴ関連を中心とした設備投資の増加、さらには東南ｱｼﾞｱ経済の回復などに牽

引されたが、反面個人消費の低迷、生保等の大型倒産が見られるなど業種、企業間の格差拡大も顕著で

あった。

　ＪＣＲの長期債の格付け変更状況はこれらの経済環境を反映し、格上げが前年の１８社から２８社に

増加、一方格下げは前年の９５社から６６社に減少したが、全体では格下げを余儀なくされた年となっ

た。

　尚2001年の格付けは今後の経済回復の状況により大きく左右されるが、前年同様業種、企業間の格差

の拡大が続き、又格上げも全般的に穏やかなものとなろう。

＜格付け変更のポイント＞

（１）製造業では、格上げ社数１６社に対し格下げ社数が２３社となった。

格上げは半導体製造装置、電子部品などＩＴ関連投資に支えられた電機、精密機械などが主体であり、

高収益が財務体質の改善につながっている。一方業績の二極分化の著しい自動車、自動車部品等の輸送

用機器、製錬事業の環境が悪化した非鉄、需要低下により業況が悪化した一部の機械、化学などの企業

が格下げ対象となった。

（２）金融を除く非製造業では格上げ社数はわずか１社に止どまる一方、格下げ社数は２６社に及んだ。

長引く消費低迷と個人消費の多様化から売上不振に落ちいった卸・小売り、ﾊﾞﾌﾞﾙ期の後遺症を引きず

る建設、ﾎﾃﾙ、ﾚｼﾞｬｰなど不振な関連子会社群を有する民鉄などが前年に引き続き格下げ対象となってい

る。

（３）金融では、格上げ社数１１社に対し格下げ社数１７社となった。

金融情勢は底流に尚不安をかかえているが小康状態を保ってきた。

年央までの証券市場の活況も加わり、収益回復の著しい大手証券、不良資産の整理が進んだ一部のﾘｰｽ

会社、また外資系列となった一部の中堅生保等が格上げの対象となった。一方、破綻の続いた中堅生保、

提携ｸﾞﾙｰﾌﾟ化が進むなか収益性、効率性で低位にある一部損保や一部地銀等で格下げが進んだ。
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格上げ／格下げ社数は、期中に複数回の格付け変更があった場合にはそれぞれをカウントしている。

注２）格付社数は各年12月末現在の格付け対象社数。

2000年の業種別格上げ、格下げ件数及び2000年末における格付け分布状況は以下の通りである。

（業種別格上げ・格下げ件数）
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格上げ 1 1 1 1 1 6 2 2 1 1 1 4 4 2

格下げ 1 2 1 1 1 3 1 3 2 6 2 3 4 1 3 3 10 3 13 1 2

（格付けの分布状況）

格付け AAA AA+～

AA-

A+～

A-

BBB+

～BBB-

BB+～

BB-

B+～B- CCC～

C

D 合計

社数 17 81 204 217 29 5 4 1 558

構成比(%) (3.0) (14.5) (36.6) (38.9) (5.2) (0.9) (0.7) (0.2) (100)
(参考　1999 年 12 月末現在)

社数 14 64 192 209 25 7 1 2 514

構成比(%) (2.7) (12.5) (37.4) (40.7) (4.9) (1.4) (0.2) (0.4) (100)
　　　注）クレジットモニター分を含む。

格付け変更状況
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 [２] 非居住者長期格付け(非日系)

2000年のＪＣＲ長期格付けの変更は格上げ8件に対して、格下げ2件と格上げが格下げを大幅に上回

る結果となった。
格上げ案件では、主としてマクロ経済のファンダメンタルズ良化を反映して、メキシコ、香港、ブ

ラチスラバ市等のソブリン・準ソブリン格付けの格上げを実施した。

また、アジアの通貨・経済危機後の全般的な景気回復のなかで、韓国の2社、インドネシア1社の格
上げを行った。

格下げ案件は、中国の国際信託投資公司（ＩＴＩＣ）2社（海南省ＩＴＩＣ、広東華僑ＩＴＩＣ）

を対象としたものである。
特に海南省ＩＴＩＣは、既に社債管理会社からデフォルト宣言が出され、ＩＴＩＣ発行サムライ債

で初のデフォルト発生となった。


